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株 主 各 位

東京都千代田区麹町一丁目４番地
株式会社イントラスト
代表取締役社長 桑 原 豊

第21期定時株主総会招集ご通知
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
さて、当社第21期定時株主総会を下記のとおり開催いたします。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第21期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。
下記の当社ウェブサイトにアクセスして、「IR情報」、「IRライブラリ」、「株主総会」

を順に選択してご覧ください。

当社ウェブサイト (https://www.entrust-inc.jp/)

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
(https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show)
上記東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コー

ドを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を順に選択してご覧
ください。

なお、当日ご出席されない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使す
ることができますので、電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、
2026年６月19日（金曜日）午後６時（営業時間終了時）までに議決権を行使してく
ださいますようお願い申し上げます。
[郵送による議決権行使の場合]

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限
までに到着するようご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示
がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。
[インターネットによる議決権行使の場合]

当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアク
セスしていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及
び「パスワード」をご利用の上、画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入力
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ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、「インターネットによる議決権

行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。
敬 具

記
1. 日 時 2026年６月22日（月曜日）午後１時00分（受付開始午後0時30分）
2. 場 所 東京都千代田区隼町１番１号

ホテルグランドアーク半蔵門 ３階「光の間」
3. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第21期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報

告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第21期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役６名選任の件

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、
掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。

◎書面交付請求された株主様には、法令及び当社定款第15条に基づき電子提供措置事
項から一部を除いた書面をご送付しております。従って、ご送付している書面の項
番、参照頁は電子提供措置事項と同一となっておりますのでご了承ください。

◎総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、予めご了承いただきますよ
うお願い申し上げます。
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インターネットによる議決権行使のご案内
１．「スマート行使」による方法
（１）同封の議決権行使書用紙右片に記載のＱＲコード※１をスマートフォン等※２でお読み

取りいただき、当社指定の「スマート行使」ウェブサイトへアクセスした上で画面
の案内に従って賛否をご入力ください（議決権行使コード（ＩＤ）及びパスワード
のご入力は不要です）。

（２）「スマート行使」による議決権行使は１回に限らせていただきます。
議決権行使後に賛否を修正される場合は、下記２．の方法により再度ご行使いただ
く必要があります。

２．議決権行使コード（ＩＤ）・パスワード入力による方法
（１）当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記ＵＲＬ）にアクセスしていただき、同

封の議決権行使書用紙右片の裏面に記載の議決権行使コード（ＩＤ）及びパスワー
ドにてログインの上、画面の案内に従って賛否をご入力ください。なお、パスワー
ドは初回ログインの際に変更していただく必要があります。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

（２）議決権行使コード（ＩＤ）及びパスワード（株主様が変更されたものを含みます）
は株主総会の都度、新たに発行いたします。

（３）パスワードは、ご行使される方が株主様ご本人であることを確認する手段ですので
大切にお取り扱いください。パスワードを当社（株主名簿管理人）よりおたずねす
ることはありません。

（４）パスワードは一定回数以上連続して誤ったご入力をされると使用できなくなります。
その場合、画面の案内に従ってお手続きください。

３．ご注意
（１）議決権の行使期限は2026年6月19日（金曜日）午後6時00分となっております。行

使期限内に当社（株主名簿管理人）に到着したものが有効となりますので、お早め
にご行使いただきますようお願いいたします。

（２）議決権を議決権行使書面とインターネットの双方でご行使いただいた場合は、
インターネットによるものを有効とします。インターネットにより複数回ご行使い
ただいた場合は、最後にご行使いただいたものを有効とします。

（３）インターネット接続・利用に関する費用は株主様のご負担となります。
（４）インターネットによる議決権行使の各方法は一般的なインターネット接続機器にて

動作確認を行っておりますが、お使いの機器やその状況によってはご利用いただけ
ない場合があります。
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４．お問い合わせ先について
ご不明の点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行 証券代行部までお問い合わ
せください。

【「スマート行使」「議決権行使ウェブサイト」の操作方法等に関するお問い合わせ先】
フリーダイヤル 0120-768-524（年末年始を除く 9：00〜21：00）

以 上
※１．「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※２．ＱＲコードを読み取れるアプリケーション（又は機能）が導入されていることが必要です。

（ご参考）
機関投資家の皆様につきましては、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラット
フォームをご利用いただくことが可能です。
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事 業 報 告
（2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及びその成果

当連結会計年度の経営成績は、次の表のとおりです。

区 分
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

対前期増減率

売 上 高 10,572,954千円 12,283,305千円 16.2％
保 証 事 業 9,526,711千円 11,049,738千円 16.0％
ソリューション事業 1,046,243千円 909,938千円 △13.0％
IT サ ー ビ ス 事 業 ― 323,628千円 ―

営 業 利 益 2,329,655千円 2,766,795千円 18.8％

経 常 利 益 2,345,366千円 2,797,012千円 19.3％
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,360,035千円 1,744,164千円 28.2％

当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効
果が緩やかな回復を支えることが期待されております。一方、中東情勢の影響や
金融資本市場の変動の影響、米国の通商政策をめぐる動向などに注意が必要な状
況にあります。
当社グループの関連業界である住宅関連業界においては、賃貸住宅の新設着工

戸数は、足元、若干の調整局面にあります。
このような事業環境のもと、当社グループはこれまで培ってきた家賃債務保証

のノウハウを活かし、家賃債務保証を含む様々な分野における独自のサービスの
開発・提案・販売に取り組んでまいりました。
当連結会計年度の経営成績につきましては、ソリューション事業においては、

保証契約への切替の影響により減収となったものの、保証事業においては、新規
契約数及び保有契約数の増加により、新規保証料及び更新保証料ともに増加し、
増収に寄与しました。また、2026年１月６日付けで、ITサービス事業を営む、キ
ャロルシステム株式会社を連結子会社化いたしました。
この結果、保証事業の売上高は、11,049,738千円（前期比16.0％増）、ソリュ

ーション事業の売上高は、909,938千円（前期比13.0％減）、ITサービス事業の
売上高は、323,628千円となり、売上高合計で12,283,305千円（前期比16.2％
増）となりました。なお、ITサービス事業は当連結会計年度において連結子会社
化したキャロルシステム株式会社が営む事業であるため、前連結会計年度との比
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較は行っていません。
営業利益に関しましては、保証事業の増収に伴う管理会社への業務委託手数料、

家賃決済に係る手数料の増加があったものの、その他の費用増加を一定水準に抑
制できたことにより、2,766,795千円（前期比18.8％増）となりました。
経常利益は2,797,012千円（前期比19.3％増）、親会社株主に帰属する当期純

利益は1,744,164千円（前期比28.2％増）となり、売上、利益ともに過去最高を
更新いたしました。

２．設備投資の状況
当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は、136,077千円と

なりました。その主な内訳は、Windows10のサポート終了に伴うPC等の入れ替
え99,515千円、ネットワーク機器の入れ替え18,140千円、基幹業務システム改
修10,800千円等であります。

３．資金調達の状況
該当事項はありません。

４．事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

５．他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

６．吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

７．他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
2026年１月６日付でキャロルシステム株式会社の株式を取得し子会社といたし

ました。
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８．財産及び損益の状況
(1) 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第18期

2022年４月１日から
2023年３月31日まで

第19期

2023年４月１日から
2024年３月31日まで

第20期

2024年４月１日から
2025年３月31日まで

第21期
（当連結会計年度）
2025年４月１日から
2026年３月31日まで

売 上 高 ― 8,971,530千円 10,572,954千円 12,283,305千円

経 常 利 益 ― 2,070,607千円 2,345,366千円 2,797,012千円

親会社株主に帰属する当期純利益 ― 1,227,182千円 1,360,035千円 1,744,164千円

１株当たり当期純利益 ― 54円88銭 60円79銭 77円96銭

総 資 産 ― 9,653,433千円 11,261,609千円 12,853,173千円

純 資 産 ― 6,105,746千円 6,970,103千円 8,135,426千円

１株当たり純資産額 ― 272円25銭 310円88銭 362円39銭
（注）１．第19期より連結計算書類を作成しておりますので、第18期の各数値は記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出してお
ります。

３．記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は除く）は、千円未満を切り捨て
て表示しております。

(2) 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第18期

2022年４月１日から
2023年３月31日まで

第19期
2023年４月１日から
2024年３月31日まで

第20期
2024年４月１日から
2025年３月31日まで

第21期（当期）
2025年４月１日から
2026年３月31日まで

売 上 高 6,491,803千円 8,550,721千円 10,091,131千円 11,410,474千円

経 常 利 益 1,625,168千円 2,147,659千円 2,403,662千円 2,773,740千円

当 期 純 利 益 1,005,065千円 1,314,025千円 1,438,376千円 1,766,164千円

１株当たり当期純利益 44円95銭 58円77銭 64円30銭 78円94銭

総 資 産 7,975,732千円 9,483,914千円 10,932,343千円 12,429,041千円

純 資 産 5,209,838千円 6,192,589千円 7,135,288千円 8,322,611千円

１株当たり純資産額 232円53銭 276円14銭 318円26銭 370円76銭
（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出してお

ります。
２．記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は除く）は、千円未満を切り捨て

て表示しております。
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９．対処すべき課題
当社グループは、お客様に三つの価値（喜び、安心、信頼）を提供することを

経営姿勢として掲げ、総合保証サービス会社として、保証事業及びソリューショ
ン事業を通じて、お客様をはじめステークホルダーの皆様から常に頼りにされる
企業を目指してまいりました。このような経営姿勢のもと、保証スキームでサー
ビスと流通の活性化を実現することをミッションに、成長に邁進してまいります。
具体的には、家賃債務保証に関連する事業拡大を推し進めるとともに、医療未

収金などの社会的な問題の解決の一助となるよう、様々な分野において当社グル
ープ独自のサービスを展開していきたいと考えております。また、成長戦略の一
つとしてM＆Aを掲げており、当連結会計年度においては、ITサービス事業を展開
するキャロルシステム株式会社を株式取得により連結子会社化いたしました。従
来の保証事業、ソリューション事業にITサービス事業を加え、当社グループ全体
の成長を実現していきたいと考えております。
そこで、これらの方針を実現し、安定的に継続して事業を拡大するために、今

後も以下の課題に取り組んでまいります。

(1) 保証事業の成長
家賃債務保証については、既存取引先への提案や新規取引先の開拓を継続する

とともに、居住用、事業用及び駐車場用など保証対象の拡充により、お客様のニ
ーズに柔軟に対応した新たな商品の開発・販売を促進してまいります。また、保
証契約の増加に伴い、より重要となる回収体制についても、引き続き十分な体制
の維持とさらなる強化を図ってまいります。
医療費用保証及び介護費用保証については、市場が活性化しつつあると感じて

おります。ともに、当社が開拓した市場であり、先行者としてのメリットを活か
すため、営業活動をより活発化させ、一層の成長を目指してまいります。
また、総合保証サービス会社として、新たな保証商品の開発にも力を入れてま

いります。

(2) ソリューション事業及びITサービス事業の拡販
ソリューション事業及びITサービス事業においては、堅調な成長を実現するた

めに、以下の方針のもと取り組んでまいります。
家賃保証関連の業務受託サービスについては、ＤＸを推進し、審査、未入金案

内、債権管理などのオペレーションにおいて効率と品質を追求するとともに、金
融機関との協業なども視野に入れ、サービスの提案活動を積極的に行うことで、
収益の拡大を図る方針であります。また、ITサービス事業については、キャロル
システム株式会社のIT技術を当社のサービスと融合させることにより、新規案件
の獲得、業務のさらなる効率化を図ることで、収益の拡大を図ってまいります。
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(3) M＆Aによる積極投資
当社グループは、2024年5月に策定した中期経営計画において、成長戦略の

一つの施策としてM＆Aを掲げております。2023年４月に株式会社プレミアラ
イフ、2024年11月に株式会社ラクーンレント、2026年１月にキャロルシステ
ム株式会社を株式取得により子会社化しておりますが、M＆Aによるリスクとそ
れによりもたらされるリターンを充分検証した上で、引き続き積極的な検討を継
続してまいります。また、株式取得後の収益拡大についても注力してまいりま
す。

(4) 人材の採用及び育成
当社グループがお客様をはじめ、各パートナー企業から信頼していただき、頼

りにされる企業となるために、優秀な人材を継続的に採用し、育成していくこと
が必要と考えております。
採用活動においては、即戦力となる人材の確保を目的とした中途採用と、中長

期的な企業価値の向上を見据えた新卒採用をバランスよく行うことで、全社員が
新たなことに挑戦し、活躍できる環境を目指していきたいと考えております。
また、採用した社員が当社グループの成長に継続的に寄与するため、組織力の

向上を目的とした研修制度の拡充を図っていく方針です。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申
し上げます。

10. 重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社の状況

Prestige International（S）Pte Ltd.及び株式会社プレステージ・インター
ナショナルは当社の親会社に該当します。Prestige International（S）Pte
Ltd.は、株式会社プレステージ・インターナショナルの完全子会社であり、当社
の株式12,707,594株（議決権比率 56.8％）を保有しております。また、株式
会社プレステージ・インターナショナルと当社は役員の兼任のほか、業務の委託
等の取引関係があります。

(2) 子会社の状況
名称 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社プレミアライフ 30,000千円 100％ 保証事業

キャロルシステム株式会社 66,750千円 100％ ITサービス事業
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11. 主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループは総合保証サービス会社として、保証事業、ソリューション事業

及びITサービス事業を展開しております。
(1) 保証事業

家賃債務保証、介護費用保証、医療費用保証、養育費保証

(2) ソリューション事業
C&O（コンサル＆オペレーション）サービス、Doc-onサービス、保険デスク

サービス

(3) ITサービス事業
Webサイト企画・構築、業務システム開発、エンジニアリングサポート

12. 主要な営業所（2026年３月31日現在）
(1) 当社
本 社 東京都千代田区 福 岡 オ フ ィ ス 福岡市博多区

東京本社一番町ANNEX 東京都千代田区 富 山 オ フ ィ ス 富山県射水市

大 阪 オ フ ィ ス 大阪市中央区 仙 台 オ フ ィ ス 仙台市青葉区

大阪オフィス瓦町ANNEX 大阪市中央区 秋 田 オ フ ィ ス 秋田県秋田市

名 古 屋 オ フ ィ ス 名古屋市中区 浜松ソリューションセンター 浜松市中央区

(2) 子会社
株式会社プレミアライフ 東京都千代田区

キャロルシステム株式会社 東京都渋谷区

13. 従業員の状況（2026年３月31日現在）
(1) 企業集団の従業員数

従業員数 前連結会計年度末比増減

308名 107名増
（注）１．従業員数は就業人員（使用人兼務取締役、当社グループ外への出向者を除く。）であり、臨

時雇用者数76名（平均雇用人員）は含んでおりません。
２．従業員数の増加は、事業の拡大及びキャロルシステム株式会社の連結子会社化によるもの

です。
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(2) 当社の従業員数
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

217名 34名増 38.6歳 4.1年
（注）１．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）

であり、臨時雇用者数75名（平均雇用人員）は含んでおりません。
２．従業員数の増加は、事業の拡大によるものです。

14. 主要な借入先（2026年３月31日現在）
該当事項はありません。

15. その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）
１. 発行可能株式総数 60,000,000株

２. 発行済株式の総数 22,373,023株 (自己株式199株を除く)

３. 株主数 11,376名

４. 大株主の状況(上位10名)
株 主 名 持 株 数 持株比率

Prestige International（S）Pte Ltd. 株 ％
12,707,594 56.80

桑原 豊 820,728 3.67

榊原 三郎 557,100 2.49

株式会社桑原トラスト 500,000 2.23

株式会社トリニティジャパン 334,000 1.49

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 185,600 0.83

榊原 幸子 146,000 0.65
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM CLIENT
ACCTS M ILM FE 135,527 0.61

青島 正章 123,600 0.55

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 104,600 0.47
(注)持株比率は自己株式を控除して計算しております。

５．その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項
１. 当事業年度末日に当社役員が保有している新株予約権等

第４回新株予約権
(1) 新株予約権の払込金額 １個につき55,000円
(2) 新株予約権の行使価額 １個につき100円（１株当たり1円）
(3) 新株予約権の行使条件 新株予約権の割り当てを受けたものは、行使期

間内において、当社の取締役の地位を喪失した
日の翌日から10日を経過する日までに限り、新
株予約権を一括して行使できるものとする。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した「新株予約権割
当契約書」で定めるところによる。

(4) 新株予約権の行使期間 2021年８月４日〜2051年８月３日
(5) 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 52個 普通株式 5,200株 2人

第５回新株予約権
(1) 新株予約権の払込金額 １個につき54,400円
(2) 新株予約権の行使価額 １個につき100円（１株当たり1円）
(3) 新株予約権の行使条件 新株予約権の割り当てを受けたものは、行使期

間内において、当社の取締役の地位を喪失した
日の翌日から10日を経過する日までに限り、新
株予約権を一括して行使できるものとする。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した「新株予約権割
当契約書」で定めるところによる。

(4) 新株予約権の行使期間 2022年８月５日〜2052年８月４日
(5) 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 52個 普通株式 5,200株 2人
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第６回新株予約権
(1) 新株予約権の払込金額 １個につき90,200円
(2) 新株予約権の行使価額 １個につき100円（１株当たり1円）
(3) 新株予約権の行使条件 新株予約権の割り当てを受けたものは、行使期

間内において、当社の取締役の地位を喪失した
日の翌日から10日を経過する日までに限り、新
株予約権を一括して行使できるものとする。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した「新株予約権割
当契約書」で定めるところによる。

(4) 新株予約権の行使期間 2023年８月8日〜2053年８月7日
(5) 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 42個 普通株式 4,200株 2人

第７回新株予約権
(1) 新株予約権の払込金額 １個につき55,600円
(2) 新株予約権の行使価額 １個につき100円（１株当たり1円）
(3) 新株予約権の行使条件 新株予約権の割り当てを受けたものは、行使期

間内において、当社の取締役の地位を喪失した
日の翌日から10日を経過する日までに限り、新
株予約権を一括して行使できるものとする。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した「新株予約権割
当契約書」で定めるところによる。

(4) 新株予約権の行使期間 2024年８月6日〜2054年８月5日
(5) 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 41個 普通株式 4,100株 ２人
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第９回新株予約権
(1) 新株予約権の払込金額 １個につき87,800円
(2) 新株予約権の行使価額 １個につき100円（１株当たり1円）
(3) 新株予約権の行使条件 新株予約権の割り当てを受けたものは、行使期

間内において、当社の取締役の地位を喪失した
日の翌日から10日を経過する日までに限り、新
株予約権を一括して行使できるものとする。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した「新株予約権割
当契約書」で定めるところによる。

(4) 新株予約権の行使期間 2025年８月6日〜2055年８月5日
(5) 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 38個 普通株式 3,800株 ２人
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２. 当事業年度中に使用人等に対し交付した新株予約権等
該当事項はありません。

３. その他新株予約権等の状況

第８回新株予約権
（有償ストック・オプション）

決議年月日 2024年10月21日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び上席執行役員 5名

新株予約権の数 745個

新株予約権の目的となる株式の種類
及び数 普通株式 74,500株

新株予約権の払込金額 １個につき2,100円

新株予約権の行使期間 2027年7月1日〜2029年11月7日

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １個につき74,200円（1株当たり742円）

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたものは、行使期間内にお
いて、2027年3月期における当社の連結損益計算書（連結
損益計算書を作成していない場合には損益計算書、以下同
様。）に記載された連結営業利益が、3,000百万円以上とな
った場合（目標未達成時は、権利は消滅。なお、当該連結
損益計算書に本新株予約権に係る株式報酬費用が計上され
ている場合には、これによる影響を排除した株式報酬費用
控除前連結営業利益をもって判定）に限り、新株予約権を
行使できるものとする。
また、原則として、新株予約権の権利行使時においても、
当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業員である
ことを要する。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当てを受けたも
のとの間で締結した「新株予約権割当契約書」で定めると
ころによる。
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第10回新株予約権
（有償ストック・オプション）

決議年月日 2025年９月16日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び上席執行役員 ４名

新株予約権の数 530個

新株予約権の目的となる株式の種類
及び数 普通株式 53,000株

新株予約権の払込金額 １個につき8,500円

新株予約権の行使期間 2028年７月1日〜2033年６月30日

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １個につき103,700円（1株当たり1,037円）

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたものは、行使期間内にお
いて、2027年3月期における当社の連結損益計算書（連結
損益計算書を作成していない場合には損益計算書、以下同
様。）に記載された連結営業利益が、3,000百万円以上とな
った場合（目標未達成時は、権利は消滅。なお、当該連結
損益計算書に本新株予約権に係る株式報酬費用が計上され
ている場合には、これによる影響を排除した株式報酬費用
控除前連結営業利益をもって判定）に限り、新株予約権を
行使できるものとする。
また、原則として、新株予約権の権利行使時においても、
当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業員である
ことを要する。
その他の条件は、当社と新株予約権の割り当てを受けたも
のとの間で締結した「新株予約権割当契約書」で定めると
ころによる。
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Ⅳ．会社役員に関する事項
１. 取締役及び監査役の氏名等（2026年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 桑 原 豊 執行役員

取 締 役 太 田 博 之 執行役員人材開発部長

取 締 役 玉 上 進 一 株式会社プレステージ・インターナショナル 代表取
締役社長執行役員グループCEO

取 締 役 山 中 正 竹 一般財団法人全日本野球協会 代表理事会長
取 締 役 松 山 哲 人
取 締 役 網 野 麻 理 株式会社プライムコム 代表取締役

常勤監査役 佐 藤 智 之

監 査 役 吉 田 範 夫 株式会社プレステージ・インターナショナル 監査役

監 査 役
坂 田 美穂子

（弁護士職務上の氏名
大 澤 美穂子）

クラース東京法律事務所 代表弁護士

（注）1. 取締役山中正竹氏、松山哲人氏及び網野麻理氏は、社外取締役であります。
2. 監査役佐藤智之氏及び坂田美穂子氏は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役山中正竹氏、松山哲人氏及び網野麻理氏並びに監査役佐藤智之氏及び坂田

美穂子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。

２. 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く。）及び監査役との間において、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定することができる旨を定款で定めており、山中正竹氏、松山哲人氏、網
野麻理氏及び坂田美穂子氏との間で責任限定契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役及び監査役のいずれも法令

に規定される最低責任限度額としております。

３. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が負担することになる取締役及び監査役等の地位に
基づいて行った行為に起因して、損害賠償請求された場合の、法律上の損害賠償
金及び争訴費用並びに取締役、監査役等に対してなされた損害賠償請求により当
該損害を会社が補償する場合の当該補償について保険契約により填補することと
しております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役、

執行役員及び管理職従業員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額
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当社が負担しております。
但し、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被

保険者が法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害
の場合には補填の対象とならないなど、一定の免責事由があります。

４. 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
(1) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

株主総会にて報酬総額の範囲を決議し、その範囲内において、取締役の報酬に
ついては、以下の方針に基づき決定することを、取締役会において決議しており
ます。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、社外取締役が過半数を占

める任意の指名・報酬委員会に諮問し、その答申をもとに取締役会において決定
するものとし、固定報酬に合わせて業績連動報酬を導入いたしております。
業績連動報酬は、当社の成長を最も端的に表していると考えられる営業利益を

指標とし、予想営業利益を5％以上超過し、且つ前期比10％以上の増益となった
場合に、固定報酬額の１か月相当を上限に、一定の係数を乗じた額を賞与として
支給するものとしております。
また、取締役（社外取締役を除く）は、固定報酬として決定された報酬の一部

を非金銭報酬（ストック・オプションとしての新株予約権）として受け取ること
を選択できるものとしております。
当社はストックを積み上げ強固な利益体質の確立及び各保証サービスを拡大展

開させ持続的な成長を実現することを目指しており、報酬についても、短期的な
利益の増減のみを報酬に反映させるのでなく、継続的な利益の積み上げを目指し
ております。そこで、ベースは固定報酬とした上で、短期及び中長期の株主利益
との連動を実現するため、短期的な業績連動報酬として賞与制度を採用し、中長
期的な視点で株式報酬としてストック・オプション制度を導入することといたし
ました。また、業績への影響を一定考慮し、非金銭報酬については、固定報酬額
の枠内における任意選択制といたしております。
なお、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容を決定するに際し

て、指名・報酬委員会が原案について決定方針との整合性を含めた検討を行って
いるため、取締役会も基本的にその答申を尊重し、決定方針に従うものであると
判断しております。

(2) 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬の額は、2018年６月22日開催の第13期定時株主総会において、

年額240,000千円以内（うち社外取締役分年額20,000千円以内）と決議されて
おります。当該定時株主総会後の取締役の員数は８名（うち、社外取締役は２
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名）です。
上記報酬等のほか、2021年６月21日開催の第16期定時株主総会において、

取締役（社外取締役を除く）に対してストック・オプションとしての新株予約権
に関する報酬等の額は年額30,000千円以内と決議されております。当該定時株
主総会後の取締役の員数は６名（社外取締役を除く）です。
監査役の報酬の額は、2015年９月18日開催の臨時株主総会において、年額

20,000千円以内と決議されております。当該臨時株主総会後の監査役の員数は
４名です。

(3) 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する事項
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、社外取締役が過半数を占

める任意の指名・報酬委員会に諮問し、その答申をもとに取締役会において決定
しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の種類別の総額

（千円） 報酬等の
総額

（千円）

報酬等の総額
のうち非金銭
報酬(千円)

対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬

取締役
（うち社外取締役）

73,836
(9,000)

―
(―)

73,836
(9,000)

3,336
(―)

６
(3)

監査役
（うち社外監査役）

13,999
(10,999) (―) 13,999

(10,999) ― 3
(2)

（注）1. 非金銭報酬は、ストック・オプションとして付与した新株予約権であり、決定した報酬総
額を現金報酬額とストック・オプションに配分できる制度を採用しております。制度の概要
は、前記「(1)取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項」に記載のとお
りであります。なお、非金銭報酬額は当事業年度中の費用計上額であります。当該ストッ
ク・オプションの内容については、前記「Ⅲ.会社の新株予約権等に関する事項」に記載の
とおりであります。
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５. 社外役員に関する事項
(1) 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係

取締役 山 中 正 竹 一般財団法人全日本野球協会 代表
理事会長 記載すべき関係はありません。

取締役 松 山 哲 人 重要な兼職はありません。 ―

取締役 網 野 麻 理 株式会社プライムコム 代表取締役 記載すべき関係はありません。

監査役 佐 藤 智 之 重要な兼職はありません。 ―

監査役 坂 田 美穂子 クラース東京法律事務所 代表弁護
士 記載すべき関係はありません。

(2) 主要取引先等特定関係事業者との関係
記載すべき関係はありません。

(3) 当事業年度における主な活動状況
① 取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 山 中 正 竹

当事業年度に開催された取締役会には13回中13回出席し、他の会社
における取締役としての経験より、議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。
なお、同氏は、取締役候補者の指名及び解任議案の起案、取締役の報

酬等について審議を行う指名・報酬委員会の委員を務めております。

取締役 松 山 哲 人

当事業年度に開催された取締役会には13回中13回出席し、他の会社
における取締役としての経験より、議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。
なお、同氏は、取締役候補者の指名及び解任議案の起案、取締役の報

酬等について審議を行う指名・報酬委員会の委員を務めております。

取締役 網 野 麻 理

当事業年度に開催された取締役会には13回中13回出席し、他の会社
における取締役としての経験より、議案審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。
なお、同氏は、当社と支配株主等との間で、支配株主と少数株主との

利益が相反する重要な取引が生じる場合に、当該取引の内容を審議・検
討する特別委員会の委員長を務めております。

監査役 佐 藤 智 之

当事業年度に開催された取締役会には13回中13回出席し、証券会社
での勤務経験より、経営の適法性・効率性を維持するために必要な発言
を適宜行っております。
また、監査役会には13回中13回出席し、監査役の職務執行に関する

事項について意見を行っております。
なお、同氏は、当社と支配株主等との間で、支配株主と少数株主との

利益が相反する重要な取引が生じる場合に、当該取引の内容を審議・検
討する特別委員会の委員を務めております。
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監査役 坂 田 美穂子

当事業年度に開催された取締役会には13回中13回出席し、主に弁護
士としての専門的見地から、議案審議等に必要な発言を適宜行っており
ます。
また、監査役会には13回中13回出席し、監査役の職務執行に関する

事項について意見を行っております。
なお、同氏は、当社と支配株主等との間で、支配株主と少数株主との

利益が相反する重要な取引が生じる場合に、当該取引の内容を審議・検
討する特別委員会の委員を務めております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締
役会決議があったものとみなす書面決議が９回ありました。

② 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
山中正竹氏は、他の会社における取締役としての経験及び様々な業務経験に

よる幅広い見識を有しており、客観的かつ公正な立場から当社の経営に対する
監督機能及び牽制機能を発揮いただけることを期待し、松山哲人氏は、他の会
社において社長、取締役等を歴任し、経営に関する幅広い経験と見識を有して
おり、客観的かつ公正な立場から当社の経営に対する助言や提案を通じて、監
督機能及び牽制機能のさらなる強化を期待いたしております。また、網野麻理
氏は、他の会社における社長などの豊富な知見と経験を有し、女性の社会進出
やリーダーシップ発揮の場をサポートする活動を実践されており、当該経験と
知見を活かし、取締役会等での発言を通じて当社の経営に対する監督機能及び
牽制機能を発揮いただけることを期待いたしております。それぞれ、取締役会
において当該視点から必要な発言をいただくなど適切な役割を果たしていただ
いております。
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Ⅴ．会計監査人の状況
１．会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
報酬等の額(千円)

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 24,000
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 24,000

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるか否かについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

3. 上記のほか、前事業年度の監査にかかる追加報酬として1,200千円を支払っております。

３．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判

断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、
当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人
を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。

４．責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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Ⅵ．会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、そ
の他業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり
であります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
行動規範に基づきコンプライアンス規程を制定し、取締役及び使用人の職務

執行が法令・定款等を遵守することを徹底するものとする。また、代表取締役
を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会において、リスク及びコンプ
ライアンス全般に関する事項について評価・検討を行うことにより、内部統制
の構築及び維持向上を図るものとする。併せて、代表取締役直属の組織として
内部監査室を設け、各部門の業務執行及びコンプライアンスの状況等について、
定期的な監査を実施し、その結果を常勤監査役と連携するとともに、代表取締
役に報告するものとする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報の取扱いは、文書管理規程に基づき、総務部を

主管部署として、適切に保存及び管理するものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理規程を制定し、当社の損失の最小化を図る体制を構築・運用する

ものとする。また、代表取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員
会において、リスクを評価するとともに、リスクの回避及び軽減策等のリスク
管理体制の評価を実施するものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、取締役の業務執行の効率化を実現するため、組織、業務分掌、職務

権限等を定めた各種規程を定めるものとする。また、定時取締役会を毎月１回、
また臨時取締役会を必要に応じて開催し、迅速な意思決定が行える体制を構築
するものとする。

⑤ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制
当社の行動規範のみならず、親会社であるプレステージ・インターナショナ

ルグループの行動規範に準拠するものとする。また、子会社を含めたグループ
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会社の内部統制の有効性及び妥当性を確保するため、グループ会社管理規程を
制定し、必要な体制を整備するものとする。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
監査役が職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、要請に応じて監査

役の業務補助のための使用人を置くこととし、その人事については、監査役と
協議の上、決定するものとする。

⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役からの指示の実
効性に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性を確保するため、当

該使用人への指揮命令は監査役が行うものとし、人事異動・評価等を行う場合
には、予め監査役と協議し、監査役の意見を重視することとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及びその他監査役の監査
が実効的に行われることを確保するための体制並びに監査役に報告をした者
が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、又はその事実を発見した場合、

役職員が法令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそ
れがあると考えられるときは、直ちに監査役に直接報告を行うものとする。ま
た監査役監査規程に基づき、監査役に対する報告事項について実効的かつ機動
的な報告がなされるよう、社内体制の整備を行い、監査役に対しての報告体制
を確立するものとする。さらに、監査役へ報告をした者が当該報告をしたこと
を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため、内部通報制度にお
いては、通報者に対する不利益な取扱いを禁止するものとする。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が監査の実施のために生じた費用を請求するときは、監査役の求めに

応じて適切に処理するものとする。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性及び適正性を確保するため、また金融商品取引法に基づく

適切な内部統制報告書を提出するために必要な体制の整備及び運用を行い、そ
の有効性を定期的に評価し、必要な是正を行っていくものとする。
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⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
イ 当社は、反社会的勢力に対して取引を含む一切の関係を遮断することを基
本方針とし、これらの実効性を確保するため「反社会的勢力対策規程」を整
備するとともに、顧問弁護士や警察等外部の専門機関と適宜連携しながら、
反社会的勢力による経営活動への関与や反社会的勢力からの被害を防止する
ための対応を行うものとする。

ロ 反社会的勢力による不当な要求に対しては法務部を対応部署とし、社内外
の関係部署と情報の収集及び情報の共有を図り対処を行うものとする。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は、次のとおりであります。
① 定時取締役会を毎月１回、また臨時取締役会を必要に応じて開催しておりま

す。取締役会の開催に際しては、事前に資料を共有するなどの方法により、
取締役会における意思決定と監督の実効性及び効率性を確保しております。

② 監査役は、監査計画に基づき監査を行うとともに、代表取締役及び他の取締
役と意見交換を実施しております。また、内部監査室及び会計監査人と定期
的に協議を行い、監査内容について意見交換を行っております。

③ 内部監査室は、内部監査計画に基づき、各部署の監査を実施しており、監査
の結果は、その都度、代表取締役に文書で報告されております。

④ リスク・コンプライアンス委員会を定期的に開催し、リスク管理及びコンプ
ライアンスに関する事項の確認を実施しております。また、内部通報制度を
設け、その結果をリスク・コンプライアンス委員会において報告しておりま
す。

２．会社の支配に関する基本方針
特に定めておりません。
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３．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は将来の事業拡大と企業体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、

業績と連動した安定的な配当を継続していくことを基本方針としております。
配当性向に関しましては、2024年５月公表の中期経営計画において、配当性向

を40％から60％の範囲とした上で、最終年度である2027年3月期の配当性向に
ついて、60％を目標とすることを掲げております。
当事業年度の剰余金の期末配当金につきましては、１株につき20.5円とさせて

いただきました。なお、中間期において、中間配当金１株につき17.5円を2025
年12月８日に実施いたしておりますので、当期の年間配当金は１株につき38.0円
（連結配当性向48.7％）となり、10期連続の増配を達成することができました。

また、内部留保資金につきましては、財務体質のさらなる強化及び事業拡大の
ため、サービスの開発、品質の向上のために有効活用していきたいと考えており
ます。
なお、当社は剰余金の配当について、法令に別段の定めのある場合を除き、取

締役会の決議により行うことができる旨を定款に定めております。
また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を、取締役会の決議に

より行うことができる旨を定款に定めております。
これらは、剰余金の配当等の決定を取締役会の権限とすることにより、株主へ

の機動的な利益還元を行うことを目的としております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中における金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 11,060,596 流 動 負 債 4,505,955
現 金 及 び 預 金 7,229,727 買 掛 金 189,355
売 掛 金 387,132 未 払 法 人 税 等 634,124
立 替 金 6,048,255 前 受 収 益 2,341,969
仕 掛 品 78,664 契 約 負 債 596
そ の 他 594,236 賞 与 引 当 金 131,846
貸 倒 引 当 金 △3,277,419 保 証 履 行 引 当 金 868,226

固 定 資 産 1,792,577 そ の 他 339,836
有 形 固 定 資 産 230,143 固 定 負 債 211,791
建 物 143,038 資 産 除 去 債 務 93,712
そ の 他 87,104 繰 延 税 金 負 債 11,650
無 形 固 定 資 産 713,247 そ の 他 106,428
の れ ん 467,747 負 債 合 計 4,717,746
そ の 他 245,500 純 資 産 の 部
投 資 そ の 他 の 資 産 849,186 株 主 資 本 8,004,663
投 資 有 価 証 券 466,763 資 本 金 1,049,527
繰 延 税 金 資 産 86,422 資 本 剰 余 金 836,096
そ の 他 295,999 利 益 剰 余 金 6,119,204

自 己 株 式 △164
その他の包括利益累計額 103,147
その他有価証券評価差額金 103,147

新 株 予 約 権 27,616
純 資 産 合 計 8,135,426

資 産 合 計 12,853,173 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,853,173
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自 2025

至 2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）

科 目
金 額

内 訳 合 計

売 上 高 12,283,305

売 上 原 価 6,768,035

売 上 総 利 益 5,515,269

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,748,474

営 業 利 益 2,766,795

営 業 外 収 益

受 取 利 息 16,826

有 価 証 券 利 息 1,109

受 取 配 当 金 3,883

預 り 金 精 算 益 9,813

そ の 他 101 31,735

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損 0

支 払 利 息 85

投 資 事 業 組 合 運 用 損 1,310

そ の 他 121 1,518

経 常 利 益 2,797,012

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 29,535 29,535

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,826,547

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,090,976

法 人 税 等 調 整 額 △8,593 1,082,383

当 期 純 利 益 1,744,164

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ―

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,744,164
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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連結株主資本等変動計算書
（自

至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2025年４月１日 期首残高 1,049,527 836,096 5,046,232 △127 6,931,728

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △671,192 △671,192
親会社株主に
帰属する当期純利益 1,744,164 1,744,164

自己株式の取得 △37 △37

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 1,072,972 △37 1,072,934

2026年３月31日 期末残高 1,049,527 836,096 6,119,204 △164 8,004,663

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

2025年４月１日 期首残高 23,563 23,563 14,811 6,970,103

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △671,192
親会社株主に
帰属する当期純利益 1,744,164

自己株式の取得 △37

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 79,583 79,583 12,805 92,388

連結会計年度中の変動額合計 79,583 79,583 12,805 1,165,323

2026年３月31日 期末残高 103,147 103,147 27,616 8,135,426

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

2．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 株式会社プレミアライフ

キャロルシステム株式会社
2026年１月６日にキャロルシステム株式会社を株式取得により子会社化したた

め、連結の範囲に含めております。

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法
により算定)

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの)
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．棚卸資産
仕掛品
個別法による原価法
(収益性の低下による簿価切下げ法)
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② 重要な減価償却資産の減価償却方法
イ．有形固定資産 …… 主として定率法を採用しております。

(リース資産を除く) 但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３〜18年
工具、器具及び備品 ３〜20年

ロ．無形固定資産 …… 定額法を採用しております。
(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(３〜５年)に基づいておりま
す。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し
て、必要と見込まれる金額を計上しております。

ロ．賞与引当金 …… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上しております。

ハ．保証履行引当金 …… 家賃保証等の保証履行による損失に備えるため、
当連結会計年度末における将来の損失発生見込額
を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
イ．保証サービス

保証サービスにおいては、主に家賃債務保証、医療費用保証、介護費用保
証、養育費保証を提供しております。これらは保証期間にわたって収益を認
識する方法によっております。

ロ．ソリューションサービス
ソリューションサービスにおいては、主に保証サービスに関連する審査、

未入金案内、債権管理支援といったサービスを提供しております。これらは、
主に月次単位でのサービス提供時点で履行義務が充足されるものと判断して
おり、当該時点で収益を認識しております。

ハ．ITサービス
ITサービスにおいては、主に受託開発、システムエンジニアリングサービ

スといったサービスを提供しております。受託開発につきましては、顧客が
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検収した時点で契約に合意された仕様に従っていることが確かめられ、完全
に履行義務が充足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。
また、システムエンジニアリングサービスにつきましては、主にサービス提
供時に収益を認識する方法によっております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、個々の実態に応じた期間に亘り均等償却してお

ります。

3．会計上の見積りに関する注記
（1）立替債権に対する貸倒引当金の見積り計上

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
貸倒引当金 3,277,419千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
立替債権のうち、一定の滞納月数を超えておらず、回収不能となる兆候が

個別に見られない立替債権については、一般債権等として、直近１年間の退
去時における未回収実績割合を基礎として算出した回収不能見込額に基づき
貸倒引当金を計上しております。
一定の滞納月数を超え、その支払能力が低下したと判断される場合及び任

意退去した場合には、貸倒懸念債権等特定の債権として、個別に立替残高か
ら回収可能見込額を控除した回収不能見込額に基づき貸倒引当金を計上して
おります。立替債権の回収可能見込額を見積る際には、貸倒懸念債権等特定
の債権に対する過去３年間の回収実績の平均額に個別の保証委託者の状況や
経済環境の変化等の追加情報を加味して算出しております。
見積られた回収不能見込額に関して、保証委託者の状況や経済環境の変化

等の追加情報を評価する結果、貸倒引当金を追加で計上する可能性があると
判断される場合もあります。

（2）保証履行引当金の見積り計上
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

保証履行引当金 868,226千円
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② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
保証履行引当金は、保証契約に定める保証限度額の範囲における立替の発

生や費用発生の見込額に基づき保証履行による将来の予想損失額を計上して
おります。連結会計年度末時点において立替が発生している保証委託契約に
対して保証履行による立替見込額及び費用発生見込額を見積る際には、保証
委託者の状況、過去の一定期間における回収実績及び保証終了時の立替累積
月数の実績並びに弁護士費用や強制執行に要する追加費用の発生実績に基づ
き算出しております。
また、連結会計年度末時点において、立替が発生していない保証委託契約

に対する保証履行による将来の予想損失額の見積りにあたっては、保証極度
額、保証委託者の入居年数、残存保証期間を基礎として算定した立替額の保
証極度額に対する発生率に基づいております。
見積られた予想損失額に関して、保証委託者の状況や経済環境の変化等の

追加情報を評価する結果、保証履行引当金を追加で計上する可能性があると
判断される場合もあります。

4．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 192,931千円

（2）保証債務
家賃保証等に係る保証極度相当額 829,003,211千円

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普 通 株 式 22,373,222株 ― ― 22,373,222株

（2）配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

2025年
５月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 279,663 12.50 2025年
３月31日

2025年
６月９日

2025年
10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 391,528 17.50 2025年
９月30日

2025年
12月８日
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

2026年
５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 458,646 20.50 2026年
３月31日

2026年
６月８日

（3）新株予約権等に関する事項
第４回

新株予約権
第５回

新株予約権
第６回

新株予約権
第７回

新株予約権
目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 5,200株 5,200株 4,200株 4,100株

新株予約権の残高 52個 52個 42個 41個

第9回
新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 3,800株

新株予約権の残高 38個

6．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、運転資金は自己資金で賄われておりますが、必要に応じ

て、金融機関からの借入れにより資金調達を行う方針であります。また、資
金運用については、基本的には短期的な預金等により、投融資を行う場合に
は経理規程に基づき適切な承認を得たのち、実行することとしております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金及び立替金は、顧客及び取引先等の信用リスクに晒

されております。また、投資有価証券は株式及び余資運用の債券等であり、
主に市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、その全てが１年以内の支払期日であ

り、支払期日に支払いを実行できないリスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

売掛金については、販売管理規程に従い、取引先毎に取引開始時におけ
る与信調査、期日管理及び残高管理を継続的に行い、財務状況等の悪化等
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による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
立替金については、保証審査規程を整備し、保証委託契約締結時に審査

部門において審査を行っております。また、発生した立替金については、
債権管理規程に従い、早期回収を図るとともに法的手続きによる信用コス
トの抑制に努めております。

ロ 市場リスクの管理
投資有価証券のうち市場価格のない株式等以外のものについては、四半

期毎に時価を把握し、市場価格のない株式等については、定期的に発行体
の財務状況等を把握するとともに、保有による採算性等を毎期精査し、債
券については、市況、発行体の信用情報などを勘案し、必要に応じて保有
状況の見直しを行っております。

ハ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき経営管理部が適時に資金繰
計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リ
スクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 442,545 442,545 ―

資産計 442,545 442,545 ―

(*1) 「現金及び預金」「売掛金」「立替金」「買掛金」「未払金」「未払法人税等」については、現金で
あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借
対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,156
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(*3) 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資について
は記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は22,062千円であります。

(*4) 債務保証契約については、契約上の保証料の将来キャッシュ・フローを算定し、代位弁済に係る
回収不能見込額を控除した残額を、現在価値に割り引いたものを時価としております。なお、
当連結会計年度の債務保証契約の時価は1,740,060千円であります。

（注１）金銭債権の連結会計年度末日後の償還予定額 （単位：千円）
１年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超

現金及び預金 7,229,727 ー − −

売掛金 387,132 ー − −

立替金 6,048,255 ー − −

合計 13,665,115 ー − −

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の3つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し
た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。
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① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 349,575 ― ― 349,575

社債 ― 92,970 ― 92,970

合計 349,575 92,970 ― 442,545

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市

場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方
で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における
相場価格とは認められないため、その時価をレベル２に分類しております。

債務保証契約
レベル３の時価として、契約上の保証料の将来キャッシュ・フローを算定し、

代位弁済発生率及び回収率を基に算出した代位弁済に係る回収不能見込額を控除
した残額を、現在価値に割り引いたものを公正価値としております。
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7．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、総合保証サービス事業の単一セグメントであるため、サービ
ス別に記載しております。

(単位：千円)

売上高

サービス別

保証サービス 745,501

ソリューションサービス 909,938

ITサービス 323,628

顧客との契約から生じる収益 1,979,068

その他の収益

保証サービス 10,304,236

外部顧客への売上高 12,283,305

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
① 保証サービス

保証サービスにおいて、主として顧客に対して、家賃債務保証、医療費用保証、
介護費用保証、養育費保証並びに保証事務及び収納代行サービス等を提供してお
ります。
顧客との契約から生じる収益を構成する保証サービスは、保証事務及び収納代

行サービス等であり、サービス提供時点において収益を認識しております。なお、
当該対価は、保証委託契約に従い、概ねサービス提供月に受領しております。そ
の他の収益を構成する保証サービスは、主として家賃債務保証、医療費用保証、
介護費用保証、養育費保証を提供しており、保証期間にわたって収益を認識する
方法によっております。

② ソリューションサービス
ソリューションサービスにおいて、主として保証サービスに関連する審査、未

入金案内、債権管理支援といったサービスを提供しております。
当該ソリューションサービスは、サービス提供時点において収益を認識いたし

ております。
なお、ソリューションサービスに関する取引の対価は、契約条件に従い、概ね

サービス提供後、1か月以内に受領しております。
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③ ITサービス
ITサービスにおいて、主として受託開発、システムエンジニアリングサービス

といったサービスを提供しております。
受託開発につきましては、顧客が検収した時点で契約に合意された仕様に従っ

ていることが確かめられ、完全に履行義務が充足されることから、当該検収時点
で収益を認識しております。
システムエンジニアリングサービスにつきましては、主にサービス提供時に収

益を認識する方法によっております。
なお、ITサービスに関する取引の対価は、契約条件に従い、概ねサービス提供

後、1か月以内に受領しております。

（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロー
との関係並びに当該連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会
計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

金額

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 206,534

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 387,132

契約負債（期首残高） ―

契約負債（期末残高） 596

② 残存履行義務に配分した取引価格
該当事項はありません。

8．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 362円39銭
（2）１株当たり当期純利益金額 77円96銭

9．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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10．その他の注記
取得による企業結合
当社は、2025年11月21日開催の取締役会において、キャロルシステム株式会

社の全株式を取得するための株式譲渡契約を締結することを決議し、同日付で、
株式譲渡契約を締結し、2026年1月6日付で全株式を取得し、同社を連結子会社
としております。

（1）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業内容
被取得企業の名称 キャロルシステム株式会社
事業内容 Webサイト企画・構築/業務システム構築

②企業結合を行った主な理由
キャロルシステム株式会社は、独立系のIT会社として、創業30年以上の実績を

有しており、当社の子会社となることで、グループ業績に貢献いただけると考え
ております。
特に 保証契約の申し込み、審査、契約管理といった一連の手続きを、同社のIT

技術を活用して、デジタル化・自動化をさらに推進することで、当社の業務効率
への寄与を期待しております。
また、当社が保証サービスを提供している管理会社、医療機関及び介護施設等

に対し、同社のITソリューション（システム開発、Webサイト構築など）を通じ
て、新規案件を獲得する機会の創出を目指します。合わせて、当社が持つ保証事
業における商品開発力・リスク管理のノウハウと、同社のIT技術を組み合わせる
ことで、AIを活用した新たな自社サービスの研究・開発にも力を入れていきたい
と考えております。
この投資により、当社グループの成長を、同社のIT技術でサポートし、両社の

サービスを融合させることにより競争力の強化が期待できると考え、株式を取得
いたしました。

③企業結合日
2026年１月６日（みなし取得日 2026年１月１日）

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称
キャロルシステム株式会社
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⑥取得した議決権比率
100%

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2026年１月１日から2026年３月31日まで

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 750,007千円
取得原価 750,007千円

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 39,900千円

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
394,890千円

②発生原因
今後の事業展開から期待される将来の超過収益力によるものであります。

③償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 493,411千円
固定資産 129,173千円
資産合計 622,584千円
流動負債 179,544千円
固定負債 87,923千円
負債合計 267,467千円

（7）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の
当連結会計年度の連結計算書類に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額については、重要性が乏しいため、記載を省略

しております。なお、影響額の算定については、監査証明を受けておりません。
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 10,487,349 流 動 負 債 3,927,411
現 金 及 び 預 金 6,953,954 買 掛 金 104,226
売 掛 金 208,465 未 払 金 224,072
立 替 金 5,422,204 未 払 費 用 729
前 払 費 用 540,159 未 払 法 人 税 等 610,307
そ の 他 の 流 動 資 産 13,381 前 受 金 418
貸 倒 引 当 金 △2,650,815 預 り 金 11,069

固 定 資 産 1,941,691 前 受 収 益 2,121,176
有 形 固 定 資 産 203,647 賞 与 引 当 金 95,016
建 物 120,118 保 証 履 行 引 当 金 744,867
工 具、 器 具 及 び 備 品 83,529 そ の 他 の 流 動 負 債 15,526
無 形 固 定 資 産 138,809 固 定 負 債 179,017
ソ フ ト ウ ェ ア 133,109 資 産 除 去 債 務 81,513
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 5,700 そ の 他 の 固 定 負 債 97,504
投 資 そ の 他 の 資 産 1,599,234 負 債 合 計 4,106,429
投 資 有 価 証 券 466,763 純 資 産 の 部
関 係 会 社 株 式 804,852 株 主 資 本 8,191,848
長 期 前 払 費 用 33,788 資 本 金 1,049,527
繰 延 税 金 資 産 57,840 資 本 剰 余 金 836,096
そ の 他 投 資 等 235,989 資 本 準 備 金 836,096

利 益 剰 余 金 6,306,389
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,306,389
繰 越 利 益 剰 余 金 6,306,389

自 己 株 式 △164
評 価 ・ 換 算 差 額 等 103,147
その他有価証券評価差額金 103,147

新 株 予 約 権 27,616
純 資 産 合 計 8,322,611

資 産 合 計 12,429,041 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,429,041
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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損 益 計 算 書
（自 2025

至 2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）

科 目
金 額

内 訳 合 計

売 上 高 11,410,474

売 上 原 価 6,299,936

売 上 総 利 益 5,110,538

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,363,365

営 業 利 益 2,747,172

営 業 外 収 益

受 取 利 息 16,370

有 価 証 券 利 息 1,109

受 取 配 当 金 3,883

預 り 金 精 算 益 6,441

雑 収 入 73 27,878

営 業 外 費 用

投 資 事 業 組 合 運 用 損 1,310

固 定 資 産 除 却 損 0 1,310

経 常 利 益 2,773,740

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 29,535 29,535

税 引 前 当 期 純 利 益 2,803,275

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,056,652

法 人 税 等 調 整 額 △19,542 1,037,110

当 期 純 利 益 1,766,164
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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株主資本等変動計算書
（自

至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

2025年４月１日 期首残高 1,049,527 836,096 836,096 5,211,417 5,211,417 △127 7,096,913

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △671,192 △671,192 △671,192

当 期 純 利 益 1,766,164 1,766,164 1,766,164
自己株式の取得 △37 △37
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 1,094,972 1,094,972 △37 1,094,935

2026年３月31日 期末残高 1,049,527 836,096 836,096 6,306,389 6,306,389 △164 8,191,848

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2025年４月１日 期首残高 23,563 23,563 14,811 7,135,288

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △671,192

当 期 純 利 益 1,766,164

自己株式の取得 △37

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 79,583 79,583 12,805 92,388

事業年度中の変動額合計 79,583 79,583 12,805 1,187,323

2026年３月31日 期末残高 103,147 103,147 27,616 8,322,611

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ 子会社株式

移動平均法による原価法
ロ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法
により算定)

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの)
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（2）固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産 ……… 主として定率法を採用しております。
(リース資産を除く) 但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３〜18年
工具、器具及び備品 ３〜20年

② 無形固定資産 ……… 定額法を採用しております。
(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(３〜５年)に基づいておりま
す。
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し
て、必要と見込まれる金額を計上しております。

② 賞与引当金 ……… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上しております。

③ 保証履行引当金 ……… 家賃保証等の保証履行による損失に備えるため、
当事業年度末における将来の損失発生見込額を計
上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
① 保証サービス

保証サービスにおいては、主に家賃債務保証、医療費用保証、介護費用保
証、養育費保証を提供しております。これらは保証期間にわたって収益を認
識する方法によっております。

② ソリューションサービス
ソリューションサービスにおいては、主に保証サービスに関連する審査、

未入金案内、債権管理支援といったサービスを提供しております。これらは、
主に月次単位でのサービス提供時点で履行義務が充足されるものと判断して
おり、当該時点で収益を認識しております。

3．会計上の見積りに関する注記
（1）立替債権に対する貸倒引当金の見積り計上

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
貸倒引当金 2,650,815千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表3．会計上の見積りに関する注記（1）立替債権に対する貸倒引

当金の見積り計上に記載した内容と同一であります。
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（2）保証履行引当金の見積り計上
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

保証履行引当金 744,867千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表3．会計上の見積りに関する注記（2）保証履行引当金の見積り

計上に記載した内容と同一であります。

4．貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 7,596千円
短期金銭債務 4,142千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 173,715千円

（3）保証債務
家賃保証等に係る保証極度相当額 762,667,224千円

5．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引高 103,833千円
営業取引外の取引高 145千円

6．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）自己株式に関する事項
株式の種類 当 事 業 年 度

期首の株式数
当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 158株 41株 ― 199株
（注）変動事由の概要

単元未満株式の買取りによる増加 41株
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7．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
（繰延税金資産）

貸倒引当金 835,537
保証履行引当金 234,782
資産除去債務 25,692
賞与引当金 29,949
未払事業税 33,950
その他 28,750

繰延税金資産小計 1,188,662
評価性引当額 △1,072,082
繰延税金資産合計 116,579

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △47,476
資産除去債務に対応する除去費用 △11,262

繰延税金負債合計 △58,739
繰延税金資産純額 57,840

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主
な項目別の内訳

（単位：％）

法定実効税率 30.6
(調整)

住民税均等割 0.4
評価性引当額の増減 7.9
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3
税額控除 △1.6
その他 △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.0
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8．関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名
称

資本金又
は出資金
（千円）

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容

取引
金額

（千円）
科目

期末
残高
(千円)

子会社
株式会社プ
レミアライ
フ

30,000 直接保有
100

役員の兼任
資金の援助
業務受託
出向者の転出
及び受入

資金の貸付(注)1
資金の回収(注)1
利息の受取(注)1

565,000
565,000

145
― ―

（注）1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

9．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 370円76銭
（2）１株当たり当期純利益金額 78円94銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．その他の注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年５月21日
株式会社 イ ン ト ラ ス ト
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 由 良 知 久

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 廣 瀬 美智代

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社イントラストの２０２５年４

月１日から２０２６年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社イントラスト及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体
の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計
算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年５月２１日
株式会社 イ ン ト ラ ス ト
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 由 良 知 久

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 廣 瀬 美智代

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イントラストの２０２

５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第２1期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の
財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第21期事業年度
における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、2025年度監査役監査計画（基本方針、当年度重点監査項目、

職務分担、年間監査活動計画等）を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程及び2025年度監査役監査
計画に従い、電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、
取締役、執行役員、内部監査室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報
の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施し
ました。
① 取締役会、執行役員会、リスク・コンプライアンス委員会その他重要な
会議に出席し、取締役、執行役員、使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、稟議書その他重要書類を閲覧
し、本社各部門及び主要な事業所に関して、業務及び財産の状況を調査い
たしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

② 事業報告に記載されている、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容、
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役、内部監査室、使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

2026年５月21日
株式会社イントラスト 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 佐 藤 智 之 ㊞
監査役 吉 田 範 夫 ㊞
社外監査役 坂 田 美穂子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
議 案 取締役6名選任の件
現任の取締役全員（６名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役6名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりです。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１
桑
くわ

原
ばら

豊
ゆたか

（1958年10月21日）

1981年４月 INA保険会社（現Chubb損害保険株式会社）入
社

1990年１月 チューリッヒ保険会社日本支社入社営業部長
1999年８月 株式会社エム・ファースト代表取締役
2006年３月 当社設立代表取締役
2011年２月 当社取締役
2013年５月 当社代表取締役社長
2015
2020
2020
2021

年
年
年
年

４
１
４
４

月
月
月
月

当社代表取締役社長執行役員
当社代表取締役社長執行役員第三営業部長
当社代表取締役社長執行役員
当社代表取締役社長執行役員債権管理部長

2021年６月 当社代表取締役社長執行役員
2022年４月 当社代表取締役社長執行役員第三営業部長
2022年８月 当社代表取締役社長執行役員
2023年 9 月 当社代表取締役社長執行役員人材開発室長
2025年１月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

820,728株

２ 太
おお

田
た

博
ひろ

之
ゆき

（1974年８月３日）

1999年10月 中央監査法人（みすず監査法人に名称変更後解
散）入所

2007年12月 株式会社ジークホールディングス入社経理部長
2014年10月 当社入社
2015年１月 当社財務経理部長
2015年４月 当社取締役執行役員財務経理部長
2019年４月 当社取締役執行役員経営管理部長
2022
2023

年
年
12
4
月
月

当社取締役執行役員経営管理部長兼審査部長
当社取締役執行役員

2024年 1 月 当社取締役執行役員総務部長
2024年４月 当社取締役執行役員
2025年１月 当社取締役執行役員人材開発部長
2026年４月 当社取締役執行役員（現任）

28,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

３ 玉
たま

上
がみ

進
しん

一
いち

（1955年11月26日）

1976年４月 光伸株式会社入社
1986年10月 株式会社プレステージ・インターナショナル入

社
1989年２月 同社代表取締役副社長
1995年６月 同社代表取締役
2007年10月 同社代表取締役兼代表執行役員
2010年２月 当社取締役
2010年７月 株式会社プレステージ・インターナショナル代

表取締役
2013年５月 当社代表取締役
2014年４月 株式会社プレステージ・インターナショナル代

表取締役兼社長執行役員海外事業本部長
2015年４月 当社取締役（現任）
2017年４月 株式会社プレステージ・インターナショナル代

表取締役兼社長執行役員
2019年４月 同社代表取締役
2022年７月 同社代表取締役社長執行役員グループCEO（現

任）

46,000株

4 山
やま

中
なか

正
まさ

竹
たけ

（1947年４月24日）

1970年４月 住友金属工業株式会社（現日本製鉄株式会社）
入社

1999年４月 法政大学工学部教授
2003年４月 株式会社横浜ベイスターズ（現株式会社横浜

DeNAベイスターズ）取締役
2010年４月 法政大学特任教授
2015年６月 一般財団法人全日本野球協会理事
2015年10月 当社取締役（現任）
2017年５月 一般財団法人全日本野球協会業務執行理事 副

会長
2018年５月 同協会代表理事 会長（現任）
2023年４月 国立大学法人山梨大学経営協議会委員（現任）

―株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

5 松
まつ

山
やま

哲
てつ

人
ひと

（1962年７月３日）

1986年４月 三菱商事株式会社入社
1997年６月 MCF Financial Services Ltd.出向
2001年３月 三菱商事証券株式会社（現三菱UFJオルタナテ

ィブインベストメンツ株式会社）出向
2002年９月 ナノテク・パートナーズ株式会社代表取締役
2003年５月 株式会社メディカル・プロテオスコープ取締役

COO兼CFO、代表取締役社長歴任
2007年10月 株式会社CSK-IS執行役員
2010年５月 株式会社ローソン事業開発本部長、執行役員海

外事業グループCOO等歴任
2012年11月 日東紡績株式会社参与、同理事、ニットーボー

メディカル株式会社専務取締役等歴任
2014年12月 ナノキャリア株式会社（現NANOホールディン

グス株式会社）入社
2015年６月 同社取締役CFO兼社長室長
2018年６月 当社取締役（現任）
2018

2019

年

年

7

11

月

月

ナノキャリア株式会社（現NANOホールディン
グス株式会社）取締役CSFO兼社長室長
同社代表取締役社長CEO

2022年12月 同社取締役
2023年１月 同社取締役副会長
2023年６月 同社監査役

100株

6 網
あみ

野
の

麻
ま

理
り

（1972年11月７日）

1993年４月 株式会社ジェーシービー入社
2009年４月 ＮＰＯ法人Ｊ−Ｗｉｎ出向
2013年７月 株式会社プライムコム代表取締役（現任）
2021年６月 当社取締役（現任）

―株

（注）1. 取締役候補者のうち、玉上進一氏は当社の親会社である株式会社プレステージ・インターナシ
ョナルの代表取締役であり、当社は同社と業務の委託等の取引関係があります。また、株式会
社プレステージ・インターナショナルの子会社(株式会社プレミアロータス・ネットワーク、
株式会社PI・EISインシュアランステクノロジー）の代表取締役を兼務しております。

2. 玉上進一氏は、上記「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」に記載のほか、過去10年間
に、株式会社プレステージ・インターナショナルの子会社(株式会社プレステージ・コアソリ
ューション、株式会社プレステージ・グローバルソリューション、株式会社プレミアロータ
ス・ネットワーク、株式会社PI・EISインシュアランステクノロジー、Prestige International
USA, Inc.、Prestige International U. K. Ltd.、Prestige International Australia Pty.
Ltd.、PRESTIGE INTERNATIONAL (THAILAND) CO., Ltd.）の代表取締役を兼務していた
ことがあります。

3. その他の候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
4. 山中正竹氏、松山哲人氏及び網野麻理氏は社外取締役候補者であります。
5. 山中正竹氏は、他の会社における取締役としての経験及び様々な業務経験による幅広い見識を

有しております。当該経験と見識を活かし、取締役会等での発言を通じてコーポレート・ガバ
ナンスの強化に寄与いただけると判断し、社外取締役候補者としております。また、同氏に
は、客観的かつ公正な立場から当社の経営に対する監督機能及び牽制機能を発揮いただくこと
を期待しております。

6. 松山哲人氏は、他の会社において社長、取締役等を歴任されており、経営に関する幅広い経験
と見識を有しております。当該経験と見識を活かし、客観的かつ公正な立場から、当社の経営
に対する助言や提案を通じて、監督機能及び牽制機能のさらなる強化が期待できるものと判断
し、社外取締役候補者としております。

7. 網野麻理氏は、他の会社における社長などの豊富な知見と経験を持ち、女性の社会進出やリー
ダーシップ発揮の場をサポートする活動を実践されております。当該経験と知見を活かし、取
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締役会等での発言を通じて当社の経営に対する監督機能及び牽制機能を発揮いただけるものと
判断し、社外取締役候補者としております。また、同氏には、当該経験や知見に基づき当社の
経営に対する助言や提案を通じて、コーポレート・ガバナンスのさらなる強化に寄与いただく
ことを期待しております。

8. 山中正竹氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって、10年9か月であります。
9. 松山哲人氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって、8年であります。
10.網野麻理氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって、5年であります。
11.当社と山中正竹氏、松山哲人氏及び網野麻理氏は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第１項に
定める最低責任限度額であります。各氏の再任が承認された場合、当社は各氏との間で当該契
約を継続する予定であります。

12.当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が役員としての業務に
つき行った行為に起因して、損害賠償請求を受けた場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任
を負担することによって被る損害を当該保険契約により補填することとしております。各候補
者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容で
の更新を予定しております。

13.当社は山中正竹氏、松山哲人氏及び網野麻理氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として届け出ております。

14.本招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合の取締役会のスキルマトリッ
クスは以下のとおりとなります。

企業経営 組織・人

財マネジ

メント

営業・戦

略

財務・会

計

法務・リ

スクマネ

ジメント

ガバナン

ス

サステナ

ビリティ

桑原 豊 〇 〇 〇 〇 〇
太田博之 〇 〇 〇
玉上進一 〇 〇 〇 〇 〇
山中正竹 〇 〇
松山哲人 〇 〇 〇 〇 〇
網野麻理 〇 〇
（注）法務・リスクマネジメントに該当役員がおりませんが、当社は執行役員制を導入しており、管

掌の執行役員を配置するとともに、法務部を設置し専門的な対応可能な体制を整備いたしてお
ります。

以 上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区隼町１番１号
ホテルグランドアーク半蔵門 ３階「光の間」
TEL 03−3288−0111

交通：東京メトロ半蔵門線「半蔵門駅」１番出口より徒歩２分
東京メトロ半蔵門線「半蔵門駅」６番出口より徒歩３分
東京メトロ有楽町線「麹 町 駅」１番出口より徒歩７分

◎お願い 当日は、会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、
お車でのご来場はご遠慮願います。
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